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Ⅰ　はじめに

１　研究の目的

　本研究の目的は，岩手県内の公立小学校におけ
る教員研修に対する意識に焦点をあて，県全体の
傾向及び管理職と教員との比較等を通して実態を
把握するとともに，今後の効果的な資質･能力の
向上や人材育成の在り方について実践を通して明
らかにすることである。
　教育基本法第９条には，「法律に定める学校の
教員は，自己の崇高な使命を深く自覚し，絶えず
研究と修養に励み，その職責の遂行に努めなけれ
ばならない。」と規定されており，教員の研修の

充実が図られる必要性について明示している。
　教員の資質・能力については，これまでも中央
教育審議会（2007）「今後の教員給与の在り方に
ついて（答申）」において，教員の公務と組織運
営体制の見直しの中で，「学校の指導体制の充実
を図るための，教員の資質向上を図ることが重要
である。」と述べている。
　2016年には，中央教育審議会「幼稚園，小学校，
中学校，高等学校及び特別支援学校の学習指導要
領等の改善及び必要な方策等について（答申）」
の中で，「教員の資質・能力の向上を目指す制度
改革については，国，教育委員会，学校，大学等
が目標を共有して連携しながら，次期学習指導要
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領等に向けて教員に求められる力を効果的に育成
できるよう，教育委員会と大学等との協議の場の
設置や教員に求められる能力を明確化する教員育
成指標，それをふまえた研修計画の策定などを示
している。また，『教員は学校で育つ』ものであ
ることから，日常的に学び合う校内研修の充実等
を支援する方策を講じることとし，『アクティブ・
ラーニング』の視点からの授業改善や外国語教育
等の新たな教育課題に対応した教員研修・養成も
充実していくこと。」が示された。
　これを受けて，学習指導要領の理念を実現する
ために必要な方策として，教員のより高度な専門
性と実践的指導力が求められており，研修を通し
た教員の「資質・能力」の育成が必須といえる。
　岩手県においては，今後１０年間継続して大量
退職・大量採用の時期を迎えることとなる。その
対応策として，再任用教員や新採用教員の人数の
増加が予想される。この人的不均衡の課題を解消
するための対策や組織的に人材を育成するための
方策が学校現場において今後必要不可欠となる。
　岩手県教育委員会は，法定教員研修制度の基本
研修として，初任者研修，教職経験者５年研修，
中堅教諭等資質向上研修，授業力向上研修を設定
している。また，学校教育指導指針（2017）にお
いて，義務教育の充実－共通事項として取り組む
内容の中で，学校内における人材育成について，
「校内における人材育成を推進し，全教員の指導
力向上と授業力向上へ向けた職場内研修（On the 

Job Training：ＯＪＴ）等の活用」を図ることを明
記している。
　人材育成の手段としては，職場内研修（ＯＪＴ），
職場外研修（Off the Job Training：Ｏｆｆ－ＪＴ），
自己啓発（Self Development：ＳＤ）の３つの研
修の場があり，この３つの研修それぞれが独立し
て存在するのではなく，相互に関連し合い，補完
し合うことが重要である。３つの研修を関連・補
完し合いながら，それぞれの研修の場で様々な手
段を用いて，教員一人ひとりの力量形成を高めて
いくことになる。多くの都道府県教育委員会にお
いては，人材育成のための研修ガイドラインや組

織作り，チェックシート等を活用した取り組みが
推進されている。
　しかし，人材育成の推進にばかり目が向けられ
ているのが現状であり，人材育成と職場内研修（Ｏ
ＪＴ），職場外研修（Ｏｆｆ－ＪＴ），自己啓発（Ｓ
Ｄ）に対する教員の意識との関係や影響について
は十分に検討されているとはいえない。
　そこで，研修制度と職場内研修（ＯＪＴ），職
場外研修（Ｏｆｆ－ＪＴ），自己啓発（ＳＤ）に対
する教員の意識との関連性を明らかにすることで，
人材育成のより効果的な推進が図られると考える。

２　主題設定の理由

　教員の資質向上について，岩手の教員，特にス
クールリーダー（管理職及びミドルリーダー教員）
に求められる資質・能力に「学校経営の改革能力」
と「組織的な人材育成能力」があげられる。
　学校経営の改革能力とは，いわて型コミュニ
ティ・スクール構想にもとづき，明確な達成目標
を掲げ， 家庭・地域と協働する開放的で個性的な
学校づくりを図る中で全教員の共通理解にもとづ
く共通実践を通して学校教育の更なる充実を推進
する能力のことである。
　組織的な人材育成能力とは，学校内における職
場内研修（ＯＪＴ），教育センター等における職
場外研修（Ｏｆｆ－ＪＴ），自己啓発（ＳＤ）に
よる研修を図る中で，全教員の指導力向上を目的
とし，意図的・計画的に人材を育成する取り組み
及びシステム推進能力のことである。
　現在，多くの学校現場においては年齢構成，経
験年数，校務分掌，主任経験などのアンバランス
により，人材育成が図られず，校務に支障をきた
している状況が見受けられる。そのため，学校
内における 組織的な人材育成のための効果的な
ツールの開発は，今後の学校マネジメントにおい
て重要な課題解決の方策と考えられる。
　特に，今後１０年間の大量退職・大量採用にと
もなう再任用教員と新採用教員増加に対する人材
育成，職能発達のための対策として，本主題を設
定した。
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３　先行研究

　教員の職能発達に向けた教育委員会の支援体制
の在り方について，山口・中野（2011）は，「教
員の職能発達に関して，教育委員会が責任を持つ
ことで，全体的・計画的に育てていくことができ
る。」としている。
　また，教員の資質・指導力の向上のための人材
育成の在り方について，高知県教育委員会（2013）
は，「指導力のある退職教員を若手教員の指導に
充てるシステムづくりは，人材育成において有効
である。」と述べている。
　次に，職場内研修（ＯＪＴ）による若手教員の
成長支援に関して，奈良県立教育研究所（2013）が，
「若手教員は，学習指導や生徒指導，基本的な業
務のスキルアップを求めているが，支援する側は，
組織の一員として学校運営に参画できる力も求め
ており，プロジェクトチーム等に若手教員を起用
することで効果的に職場内研修（ＯＪＴ）を実施
している例もある。」と報告している。
　そして，メンターを活用した若手教員の職場内
研修（ＯＪＴ）について，伊藤・柴田（2014）は，「知
識や経験の豊富な人 （々メンター）が，未熟な人々
（メンティ）のキャリア形成と心理・社会的側面
に対して，一定期間継続して支援することは，次
世代のリーダーとしての中堅教員と若手教員両方
の人材育成に有効である。」ことをまとめている。
柴田（2011）は，「指導教諭による関係性と日常
的な指導・助言が，若年層教員のモチベーション
とコミットメントを高め，課題解決の促進が図ら
れ，有効に機能する。」ことも示している。
　しかし，福島県教育委員会（2008）や岩手県立
総合教育センター（2013，2014，2015）によると，
「学校組織力向上を図るために，職場内研修（Ｏ
ＪＴ）推進者としての主任などの役割の明確化と
ともに，主任などの職場内研修（ＯＪＴ）推進者
に対する責任者（管理職）による職場内研修（Ｏ
ＪＴ）の在り方に課題がある。」ことを指摘して
いる。
　さらに，小・中学校の教員は，実践的指導力の
調査項目において「省察・自己研鑽」への意識の

低下が見られ，職場内研修（ＯＪＴ）実践者によ
る自己啓発（ＳＤ）の取り組み（アクションリサー
チ）の必要性を示唆している。
　以上のことから，本研究では，人材育成の推進
に有効な支援方法を，教員の意識に着目して明ら
かにすることを目的とする。まず，教員の研修に
対する意識を把握するための観点を明らかにし，
分析を行う。次に，職場内研修（ＯＪＴ），職場
外研修（Ｏｆｆ－ＪＴ），自己啓発（ＳＤ）に対
する意識が人材育成に及ぼす影響について分析を
行い，両者の関係を整理し検討することにより，
意識と研修場面の関連性を活用した人材育成に効
果的な方法について明らかにする。

Ⅱ　「教員研修に対する意識」の実態に関する調査

　本章では，岩手県内の公立小学校において，「教
員研修」がどのように取り組まれ，管理職や教員
がどのような研修に対して有効性を感じているの
か，どのような課題を抱えているのかについて明
らかにしていきたい。

１　調査目的
  本調査は，岩手県内の公立小学校における「教
員研修に対する意識」について，県全体の傾向及
び管理職と教員との比較等の観点から実態を把握
することを目的として実施した。その際，「とて
も有効である」「やや有効である」「あまり有効で
はない」「有効ではない」の４件法による質問紙
調査を実施した。

２　調査内容

　調査の内容は，職場内研修（ＯＪＴ）に対する
有効度，職場外研修（Ｏｆｆ－ＪＴ）に対する有
効度，自己研修（ＳＤ）に対する有効度である。

３　調査対象

　岩手県全域の公立小学校から，８７校を無作
為に抽出した。調査は，平成３０年１月下旬
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から２月下旬に実施した。質問紙の回答率は，
８５．１％（７４校），管理職８２．７％（１４３人），
教員６８．１％（６３１人）であった。

４　調査結果

　以下の項目について調査の結果をまとめ，分析
と考察を行った。
（１）　研修に対する意識傾向 

　４件法で行った調査結果の「とても有効である」
を４，「やや有効である」を３，「あまり有効では
ない」を２，「有効ではない」を１として平均値
を求めた。管理職の平均値の高い順に並べかえた

のが図１，教員の平均値の高い順に並べかえたの
が図２である。 

　管理職の意識調査における研修の有効度は，自
己啓発，理想教員像，希望研修，先輩指導助言，
授業指導参観の順に高く，低かった項目は地域行
事，大学大学院の順であった。
　教員の意識調査における研修の有効度は，希望
研修，授業指導参観，理想教員像，自己啓発，先
輩指導助言の順に高く，低かった項目は地域行事，
大学大学院の順であった。管理職，教員ともに，
有効度の高い上位５項目，有効度の低い下位２項
目については，同様の傾向を示した。

図１　管理職の意識調査における研修の有効度

図２　教員の意識調査における研修の有効度
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（２）　管理職と教員による比較
　調査結果にもとづき，管理職と教員を２群とす
るｔ検定を実施した結果が表１である。なお，等
分散を前提としないWelch検定とした。
　その結果，管理職と教員による比較では，自己
啓発，職場内研修，校内研究会，法定研修，先輩
指導助言，主任等研修，理想教員像，後輩指導助言，
自己目標，分掌会議の１０項目において，教員が
管理職に比べ，有意に低い傾向が見られた。教員
がこれらの研修に対して，あまり有効性を感じて
いない傾向を示した。

（３）　教員の年代による比較
　調査結果を２２～３０歳，３１～４０歳，４１
～５０歳，５１～６０歳の４群として，分散分析
を行い，さらに多重比較をHolm法によって行っ
た結果が表２である。
　このことから，教員の年代による比較では，職
場外研修，法定研修，授業指導参観，書籍等，先
輩指導助言，主任等研修，理想教員像，後輩指導
助言，外部講師指導助言，自己目標，大学大学院，
分掌会議，学校公開の１３項目において，５１～
６０歳代が２２～３０歳代に比べ，有意に低い傾

表１　管理職と教員による比較（Welch検定）

表２　教員の年代による比較（分散分析）
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向が見られた。また，法定研修，先輩指導助言，
外部講師指導助言の３項目において，年代が高く
なるにつれて有効であると感じる割合が低くなる
傾向が見られた。全体としては，年代が高くなる
にしたがい，研修に対して有効であると感じる割
合が低くなる傾向を示した。
（４）　主任等経験の有無による比較
　同様に主任等の経験の有無で２群にわけ，ｔ検
定を実施し，有意差の見られた項目のみをまとめ
たものが表３である。
　この結果から，主任等の経験の有無による比較
では，地域行事において主任等経験ありが有意に
高く，法定研修，大学大学院において主任等経験
なしが有意に高い傾向が見られた。しかし，全体
として一定の傾向は見られなかった。

５　調査結果の考察と課題

　これまで，岩手県内の公立小学校における「教
員研修に対する意識」に関する実態調査の結果に
ついて検討してきた。その結果，管理職，教員と
もに研修に対する有効度は全体的に高く，教員研
修が一定の効果を上げていることが分かった。
　また，岩手県教育委員会や各教育事務所，各市
町村教育委員会の各種研修会等事業推進におい
て，職場内研修（ＯＪＴ），職場外研修（Ｏｆｆ
－ＪＴ），自己啓発（ＳＤ）を組み合わせた体系
的な研修が実施され，成果をあげている。
　しかし，「教員研修に対する意識」に関する各
項目を精査するにあたり，次のような課題がある
ことも分かった。
（１）　考察
　調査結果の分析から，次の事項が明らかとなっ
た。

・管理職，教員ともに，自己啓発，理想教員像，
希望研修，先輩指導助言，授業指導参観に高い
有効性を感じている。
・教員が管理職に比べ，研修に対して有効である
と感じている割合が低い傾向にある。
・年代が高くなるにつれて，研修が有効であると
感じている割合が低い傾向にある。
（２）　課題
　調査結果の考察から，次のような課題が明らか
となった。
・年代が高くなるにしたがって，研修への有効性
を感じる割合が低くなり，モチベーションの低
下が見られることから，ライフステージに応じ
た達成目標の明確化を図る必要性がある。
・管理職，教員ともに，特定の研修内容に対して
高い有効性を示していることから，より有効性
の高い研修内容を精選し，重点化を図る必要性
がある。
・管理職と比較して，教員が全体的に研修への有
効性をあまり感じていないという現状から，教
員の研修に対する取り組みの意識化を図る必要
性がある。

Ⅲ　「研修推進シート開発」と実践

　調査結果にもとづく考察と課題から，達成目標
の明確化，研修内容の重点化，取り組みの意識化
を図るために，教育公務員特例法改正を受け，岩
手県教育委員会が平成３０年３月に策定した「校
長及び教員としての資質の向上に関する指標」（以
下，指標）を活用した「研修推進シート」を開発
し，実践研究ならびに有効性の検証を行う。

表３　主任等経験の有無による比較（Welch検定）
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１　研修推進シート開発

　研修推進シートは，指標をふまえて作成し，ポー
トフォリオとして継続利用可能なものとする。ま
た，キャリア・ライフステージに合わせた明確な
目標が設定でき，その目標に応じた自己課題の設
定，計画，研修，振り返りを行い，中・長期的な
展望と評価が実践できるものとする。
２　実践目的

　実践の目的は，研修推進シートの開発試案にも
とづいた研修計画を立て，研修を実施することに
より，教員における変容を見るための資料ならび
に研修推進シートの有効性についての検証データ
を得ることである。

３　実践内容

　実践の内容は，研修推進シートを用いて，「Ⅰ 

達成目標」を設定し，「Ⅱ 研修計画」を立案し，「Ⅲ 

研修履歴等一覧」を記録することとした。また，
研修推進シートを用いた実践終了後に，研修推進
シートの有効度について，４件法による質問紙調
査を実施した。

４　実践対象

　実践の対象は，県央部のＡ市立Ｂ小学校の現職

教員２０名とした。実践は，平成３０年１１月か
ら１２月に実施した。

５　実践結果

　実践終了後に，「推進シートの有効度」「達成目
標の明確化」「研修内容の重点化」「取り組みの意
識化」の４項目の有効性について質問紙調査を
行った。４件法で行った調査結果の「とても有効
である」を４，「やや有効である」を３，「あまり
有効ではない」を２，「有効ではない」を１として，
各項目の平均値を示したものが図３である。
　調査結果の分析から，次の事項が明らかとなっ
た。
（１）　研修推進シートの有効度について
　「研修推進シートは，キャリア・ライフステー
ジに応じた教員研修について考えたり，取り組ん
だりする上で有効であるか。」について尋ねた結
果，平均値は３．４４であった。内訳については，
「とても有効である」が４５％，「やや有効である」
が５５％であり，「研修推進シート」を活用した
取り組みは，実践を行った全ての教員が有効であ
ると捉えていた。
（２）　達成目標の明確化について
　「達成目標を設定することは，自己課題や目標

図３　研修推進シートの有効性
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の明確化を図る上で有効であるか。」について尋
ねた結果，平均値は３．５０であった。内訳につ
いては，「とても有効である」が５０％，「やや有
効である」が５０％であり，「達成目標を明確に
設定」して，研修に取り組むことは，実践を行っ
た全ての教員が有効であると捉えていた。
（３）　研修内容の重点化について
　「研修計画を立案することは，研修機会や研修
内容の重点化を図る上で有効であるか。」につい
て尋ねた結果，平均値は３．３３であった。内訳
については，「とても有効である」が４５％，「や
や有効である」が４５％であり，「研修内容を重
点化」して，研修に取り組むことは，全体的には
実践を行った多くの教員が有効であると捉えてい
た。
（４）　取り組みの意識化について
　「研修履歴を作成することは，研修の振り返り
や取り組みの意識化を図る上で有効であるか。」
について尋ねた結果，平均値は３．４４であった。
内訳については，「とても有効である」が４５％，
「やや有効である」が５５％であり，「研修履歴
を作成することにより，取り組みを意識化」して，
研修を実施することは，実践を行った全ての教員
が有効であると捉えていた。

６　実践結果の考察と課題

　これまで，教員研修のより効果的な推進のため
に，教員研修に対する意識の実態に関する調査結
果の考察と課題，教育公務員特例法改正を受けた
指標の策定にもとづき，達成目標の明確化，研修
内容の重点化，取り組みの意識化を図った研修推
進シートの開発試案による実践研究の有効性につ
いて検討してきた。
　その結果，研修推進シートに対する有効度は全
体的に高く，研修推進シートによる取り組みが一
定の効果を示すことが分かった。
　また，意識の実態調査から明らかとなった達成
目標の明確化，研修内容の重点化，取り組みの意識
化の課題についても，概ね良好な結果が得られて
おり，研修推進シートによる実践の効果といえる。

　しかし，自由記述等に関する各項目を精査する
にあたり，次のような課題があることも分かった。
（１）　考察
　研修推進シートの実践状況の把握のために行っ
た調査の自由記述において，明らかとなったのは
次の項目である。 

・推進シートの有効度，達成目標の明確化，研修
内容の重点化，取り組みの意識化のいずれも有
効であると感じている割合が高い傾向にある。
・研修推進シートを活用した取り組みや実践に一
定の効果が認められる。
・客観的な振り返り，目指す教師像と資質，研修
傾向と実態把握，今後の研修への活用等につい
て肯定的な意見が多く，課題解決に向けた効果
が期待できる。
（２）　課題
　さらに，次のような課題も明らかとなった。
・見通しのもたせ方，時間の確保，更新時期，効
率化・簡略化，データ管理，様式・形式，多忙
化解消への配慮等については改善を図る必要性
がある。
・１校における実践であり，一般化を図るための
手立てを構築する必要性がある。

Ⅳ　　おわりに

　この研究は，岩手県内の公立小学校における教
員の研修に対する意識の傾向にもとづき，教員研
修推進のための今後の方向性を探ろうとするもの
であった。
　そのため，実態調査を実施して，達成目標の明
確化，研修内容の重点化，取り組みの意識化とい
う課題が顕在化していることを明らかにするとと
もに，それらの課題解決に向けた教員研修推進に
関する基本構想や指標をふまえた研修推進シート
の開発試案を作成して実践を行った。また，実践
後に研修推進シートの有効度について分析を行っ
た。
　その結果，研究課題は残ったものの，指標をふ
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まえた研修推進シート開発試案が，研修意識の向
上に有効であることを確認することができた。
　教員研修に視点を置くことが，研修制度と職場
内研修（ＯＪＴ），職場外研修（Ｏｆｆ－ＪＴ），
自己啓発（ＳＤ）に対する理解を深め，それが人
材育成のより効果的な推進につながると考える。
人材育成を目的とする研修推進シートの開発は，
指標についての理解を深めることと，キャリア・
ライフステージにおける役割や課題等について知
ることで，中･長期的な普遍性のある教員研修の
推進ができるものと考える。
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